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　特集　今からでもؒに合う SDGs

全ての人の権利が保障される社会へ
SDGsの17のゴールのうち、人権と密接に

関係あるものは９つに上る。

また、『持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ 』前文には次のようにある。

「我々は、あらゆる形態及び側面において貧困
と飢餓に終止符を打ち、すべての人間が尊厳と
平等の下に、そして健康な環境の下に、その持
てる潜在能力を発揮することができることを確
保することを決意する」。

SDGsは、人々の多様性やニーズを尊重し、

全ての人の権利が保障される社会が築かれるこ

とを目指している。

国際協力銀行（JBIC）によると、日本の製造

業において４割の企業が「人権問題」に未着手

だという。

また、人権問題への取り組みが進まない理由

については、「多様性・複雑性（理解の困難さ）」「自

社サプライチェーンへの影響の特定・把握の困

難さ」「専門人材の不足」といった回答が上位

を占めた。企業の規模別に見ると、資本金 10

億円以上の企業の多くが「自社サプライチェー

ンへの影響の特定・把握の困難さ」を挙げた。

資本金 10 億円未満の企業では、「専門人材の

不足」「どう対応すればよいか分からない」な

どの回答が多かった。

誰一人取り残さない
SDGs の基本理念は「誰一人取り残さない」。
日本企業の取り組みはどこまで進んでいるのか。

「人権問題」への取り組みが進まない理由（規模別）
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